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２ 平成 23 年三重県産業連関表からみた県経済の概要

（１）平成 23 年三重県産業連関表による財・サービスの流れ

・ 平成 23 年に県内で生産された財･サービスの合計(県内生産額)は 17 兆 6,174

億円でした。県内生産額に移輸入 9 兆 225 億円を加えた総供給は 26 兆 6,350

億円となりました。

・ 総供給に対応する財･サービスの総需要は 26 兆 6,350 億円で、このうち、中

間需要が 10 兆 147 億円（総需要の 37.6％）、消費や投資である県内最終需要

が7兆5,612億円（総需要の28.4％）、移輸出が9兆590億円（総需要の34.0％）

となりました。

図２ 平成 23 年三重県産業連関表による財・サービスの流れ
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（２）県内生産額（生産構造）

・ 県内生産額は 17兆 6,174 億円で、平成 17年に比べ 1.4％減少しました。国内

生産額に占める割合は 1.87％となっています。

・ 産業別（３部門）の構成をみると、第１次産業 1.0％、第２次産業 59.1％、

第３次産業 39.9％となっています。

・ 平成 17年の産業別（３部門）構成比と比べると、第３次産業が 9.2 ポイント

上昇し、一方で、第１次産業が 18.7 ポイント、第２次産業が 7.1 ポイント低

下しました。

・ 産業別（39部門）の構成をみると、輸送機械(12.23％)、電子部品(10.14％)、

化学製品(6.78％) 、不動産(5.51％)、石油・石炭製品(5.19％)の順に高くな

っています。

表２ 県内生産額の産業別（３部門）構成

（３）投入構造

① 中間投入

・ 中間投入は 10兆 147 億円で、平成 17年に比べ 0.2％増加しました。

・ 中間投入の構成をみると、財（中間投入）36.7％、サービス（中間投入）20.2％、

中間投入計 56.8％、粗付加価値部門計 43.2％となっています。

・ 平成 17年の各項目の構成比と比べると、財（中間投入）が 0.4ポイントの下

降、サービス（中間投入）が 1.3 ポイントの上昇、また中間投入計が 0.8 ポ

イント上昇し、粗付加価値部門計が 0.8ポイント低下しました。

・ 県内生産額に占める中間投入の割合（中間投入率）は 56.8％となり、平成 17

年から 0.8 ポイント上昇しました。

・ 産業別（39部門）の中間投入率をみると、事務用機械(85.9％)、電力・ガス・

熱供給(83.5％)、輸送機械(82.8％)、石油・石炭製品、電気機械、化学製品

（各 78.9％）など製造業で高くなっています。

表３ 中間投入及び粗付加価値の構成と伸び
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② 粗付加価値

・ 粗付加価値は 7兆 6,027 億円で、平成 17年に比べ 3.3％減少しました。

・ 粗付加価値の構成をみると、雇用者所得が 51.1％、資本減耗引当が 25.9％、

営業余剰が14.1％、間接税が6.7％、家計外消費支出が2.9％となっています。

・ 平成 17 年の各項目の構成比と比べると、間接税が 35.0 ポイント、営業余剰

が 33.6 ポイント、家計外消費支出が 18.1 ポイントそれぞれ低下しました。

一方で、資本減耗引当が 43.8 ポイント、雇用者所得が 0.1 ポイント上昇しま

した。

・ 県内生産額に占める粗付加価値の割合（粗付加価値率）は 43.2％となり、平

成 17年から 0.8 ポイント低下しました。

・ 産業別（39 部門）の粗付加価値率をみると、最も高いのは不動産（89.4％）

で、順に、廃棄物処理業（84.8％）、教育･研究(79.6％)、商業 (75.5％)、運

輸・郵便(72.1％)などとなっています。

表４ 粗付加価値の構成と伸び

（４）需要構造

① 総需要

・ 総需要は 26兆 6,350 億円で、平成 17年と比べ 0.9％減少しました。

・ 総需要の構成をみると、中間需要は 37.6％、県内最終需要は 28.4％、移輸出

は 34.0％、最終需要（県内最終需要と移輸出の合計）では 62.4％となってい

ます。

・ 平成 17 年の各項目の構成比と比べると、中間需要は 0.4％ポイント、移輸出

は 0.1 ポイント上昇し、一方で、県内最終需要は 0.5 ポイントの低下、最終

需要（県内最終需要と移輸出の合計）が 0.4 ポイント低下しました。

表５ 総需要の構成と伸び
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② 中間需要

・ 中間需要は 10兆 147 億円で、平成 17年と比べ 0.2％増加しました。

・ 産業別（39 部門）の中間需要率をみると、最も高いのは鉱業（99.8％）で、

順に、鉄鋼(92.4％)、対事業所サービス(89.0％) 、林業(74.5％)などとなっ

ています。

③ 最終需要

・ 最終需要は 16兆 6,203 億円で、平成 17年と比べ 1.6％減少しました。

・ 最終需要の構成をみると、移輸出（54.5％）が全体の半分以上を占め、順に民

間消費支出（27.3％）、県内総固定資本形成（8.9％）、一般政府消費支出（7.5％）

などとなっています。

表６ 最終需要の構成と伸び

④ 県内自給率と移輸入率

・ 県内自給率 [県内需要（中間投入と県内最終需要の合計）に占める県内生産額

（移輸入分を差し引く）の割合]は全産業計で 48.7％となり、平成 17年と比べ

0.5 ポイント低下しました。

・ 移輸入率 [県内需要（中間投入と県内最終需要の合計）に占める移輸入の割合

は全産業計で 51.3％となり、平成 17年と比べ 0.5 ポイント上昇しました。

（５）生産波及

① 逆行列係数

・生産波及の大きさ{[I-(I-M)A]-1 型逆行列係数の縦方向の合計値(列和)}をみる

と、全産業平均(39 部門)で 1.255179 となり、平成 17 年から 0.035351 減少し

ました。

・ 産業別（39部門）に生産波及の大きさをみると、鉱業(1.425529)、化学製品

(1.377095) 、電力・ガス・熱供給（1.368960）、輸送機械(1.334331)、プラスチ

ック・ゴム(1.315841)、業務用機械(1.313250)などが高い誘発効果を示していま

す。

③ 影響力係数

・ 産業別（39部門）の影響力係数（他部門に与える影響力）をみると、鉱業

(1.135718)、化学製品(1.097130) 、電力・ガス・熱供給（1.090649）、輸送機

械(1.063060)、プラスチック・ゴム(1.048329)、業務用機械(1.046265)などの

製造業を中心に高くなっています。

5



④ 感応度係数

・ 産業別（39部門）の感応度係数（他部門から受ける感応度）をみると、対事業

所サービス（2.052060）、運輸・郵便（1.461183）、電力・ガス・熱供給（1.450938）、

商業(1.289880)、金融・保険（1.260878）、石油・石炭製品（1.209573）など

が他部門からの影響を受けやすくなっています。

  表７ [I-(I-M)A]-1型逆行列係数（列和）、影響力係数及び感応度係数

（６）最終需要項目別誘発

① 生産誘発

・ 県内生産額（17兆 6,174 億円）がどの最終需要によって誘発されたかをみると、
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移輸出によるものが 11 兆 8,095 億円(生産誘発依存度 67.0％、以下同じ)と最

も大きく、順に、民間消費支出 3 兆 2,471 億円(18.4％)、一般政府消費支出 1

兆 2,751 億円(7.2％)、県内総資本固定形成 1 兆 888 億円(6.2％)などとなって

います。

・ 平成 17 年と比べると、移輸出や民間消費支出、一般政府消費支出に対する依

存度が上昇し、県内総固定資本形成などに対する依存度が低下しています。

表８ 最終需要項目別生産誘発

② 粗付加価値誘発

・ 粗付加価値（7兆 6,027 億円）がどの最終需要によって誘発されたかをみると、

移輸出によるものが 4 兆 801 億円(粗付加価値誘発依存度 53.7％、以下同じ)

と最も大きく、順に、民間消費支出 2 兆 668 億円（27.2％)、一般政府消費支

出 8,333 億円（11.0％)などとなっています。

・ 平成 17 年と比べると、民間消費支出や一般政府消費支出に対する依存度が上

昇し、移輸出や県内総固定資本形成などに対する依存度が低下しています。

表９ 最終需要項目別粗付加価値誘発

③ 移輸入誘発

・ 移輸入（9 兆 176 億円）がどの最終需要により誘発されたかをみると、移輸出

によるものが 4兆 9,789 億円(移輸入誘発依存度 55.2％、以下同じ)と最も大き

く、順に、民間消費支出 2 兆 4,757 億円(27.5％)、県内総固定資本形成 9,653

億円(10.7％)などとなっています。
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・ 平成 17 年と比べると、移輸出や民間消費支出に対する依存度が上昇し、一般

政府消費支出や県内総固定資本形成などに対する依存度が低下しています。

表１０ 最終需要項目別移輸入誘発

３ 平成 23 年雇用表の概要

（１）雇用表とは

・ 雇用表は、産業連関表の各部門の生産活動に投入された従業者数等を列部門ご

とに示したもので、就業構造の把握や雇用者需要の予測等に利用出来るものです。

（２） 従業者総数

・平成 23年の県内従業者総数は 938,634人で、産業別(13部門)にみると、サー

ビス業が 323,305人（全体の 34.4％）と最も多く、順に、製造業が 214,406
人（22.8％）、商業が 149,790人（16.0％）、建設が 78,698人（8.4％）などと

なっています。

表１１ 産業別の従業者総数
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（３） 従業上の地位別構成

・ 平成 23年における県内従業者を従業上の地位別にみると、個人業主が 86,629

人（全体の 9.2％）、家族従業者が 31,748 人（3.4％）、有給役員が 48,087（5.1％）、

常用雇用者が 772,786 人（77.0％）、臨時･日雇が 49,384 人（5.3％）となってい

ます。有給役員･雇用者計（有給役員、常用雇用者及び臨時･日雇の合計）が従業

者総数の 87.4％を占めています。

表１２ 従業上の地位別構成

（４） 雇用係数

・ 産業別（39 部門、事務用品及び分類不明を除く）の雇用係数をみると、商業

（0.164506）が最も高く、順に、対個人サービス（0.139600）、対事業所サー

ビス（0.113093）、林業（0.112287）、建設（0.104880）などとなっています。

表１３ 雇用係数（上位５部門）
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